
２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

民生費

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

繰出金総額・保険基盤安定繰出金　　　・職員給与等事務費
繰出金　  ・出産育児一時金繰出金
・財政安定化支援事業繰出金
・国保税負担緩和繰出金

根拠法令社会福祉総務費社会福祉費

国民健康保険被保険者

被保険者一人当たり繰出金

23,374

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

一般会計より国保特別会計に対する繰出金

246,585

28年度（計画）

587,721 587,721

3750.050

307,407

人

27.63千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

評価外事業

平成27年3月31日
保健衛生部保険年金課

記入日
所属部課名50

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

―

関連計画

共催者・関係団体

国民健康保険法
項

H18

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度

市単独
―

継続
補助率

国民健康保険特別会計繰出金事務

246,585

【DO】事務事業の実施

23年度（実績）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法
―

負担金の有無

３　【年度目標】

千円

千円

一般会計より国保特別会計に対する繰
出金を支出する事務。
　保険基盤安定繰出金（補助あり）
保険税軽減分　　県　3/4
保険者支援分　　県　1/4　　国　1/2
　職員給与費等繰出金
　出産育児一時金繰出金
　財政安定化支援事業繰出金
　国保税負担緩和繰出金
　その他繰出金

予
算
科
目

会計
一般会計

目

千円

単位

千円

26年度（実績）

587,346

１　【事務事業の全体概要及び背景】

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段
被保険者数

年度末までに国
保会計へ繰出金
を支出する。

千円

24年度（実績）

246,102

307,407

単位

保険基盤安定繰出金　３７１，５７１
千円
職員給与費等繰出金　１５６，９３６
千円
出産育児一時金繰出金　33,600千
円
財政安定化支援事業繰出金２６，７
７９千円　国保税負担緩和繰出金
80,000千円　その他繰出金　1,826

0.050

391,831

671,035

33,102 33,354

27年度（計画）

0 375 375

307,407

0

23年度（実績）

0

24年度（実績）

0

0

0

0

0

671,035

29年度（計画）

33,354

25年度（実績）

33,354

375

25.13

0 0

0

375 0.050 3750.050

587,346 587,346

375

671,410

25年度（実績） 26年度（実績）

0

25,666 24,29025,273 23,374

24.65

24,772

587,721

375

25.13

2９年度（目標）

587,346

23,827

587,346

28年度（目標）

587,346

27年度（目標）

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

事
業
費

嘱託臨時

職員割合

時間外

県支出金

地方債

その他

246,585

国民健康保険特別会計繰出金

人件費計（イ）

人
件
費

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

他課の協力分

千円

千円

千円

財
源
内
訳

国庫支出金

千円

単位

千円

千円

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

款

確定した繰出金を年度末までに国保会計に支出する。

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

細目名

被保険者一人当たり繰出金

トータルコスト（ア）＋（イ）

指標区分

繰出金総額
活
動
指
標

千円

千円

成
果
指
標

対
象
指
標

千円

千円

人被保険者数



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性
評価理由

資源配分

【CHECK】事務事業の一次評価

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

④取組状況

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

名称

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

事務事業名

政
策
体
系

政策

事務事業番号

２　社会保障

【PLAN】事務事業の計画

評価外事業

総
合
計
画

51

小政策
施策

小施策 ３　後期高齢者医療制度の適正な運営

成
果
指
標

対
象
指
標

事業費計（ア）

千円

千円

他課の協力分

千円

千円

千円

千円

その他

千円

事
業
費

財
源
内
訳

一般財源

時間外

職員割合

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

国庫支出金

県支出金

地方債

25年度（実績）単位 23年度（実績）

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段

１　【事務事業の全体概要及び背景】

27年度（計画）事業費 29年度（計画）

実施手法

旧老人保健医療に係る給付事業

予
算
科
目

款

同上

24年度（実績）

千円

0

千円

千円

単位

嘱託臨時

0 0

0

00

事業費及び指標の推移

38人件費計（イ）

指標区分 26年度（実績）

0 38

活
動
指
標

48

2９年度（目標）28年度（目標）23年度（実績） 25年度（実績）

0

24年度（実績）

老人保健法

48

38

0

0

0

千円

38

0 10

0.005

10

380.005 0.0050 38 38

10 10

0

単位

H29事業計画

10

28年度（計画）26年度（実績）

10

償還金、利子及び割引料
0千円

【DO】事務事業の実施

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

 
⑥

活動
指標

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

人
件
費

細目名 関連計画

負担金の有無
根拠法令

請求により，支払
をする。

３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】

新規・継続

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

老人医療給付事業

評価区分

目

H18

所管省庁

補助率

補
助
単
独
区
分

―

共催者・関係団体

義務的事業

継続

―

H20

終了年度

記入日

補助金の有無

市単独

所属部課名

後期基本計
画重点視点

平成27年3月31日
保健衛生部保険年金課

事
業
期
間

開始年度

老人医療給付事業老人医療給付費
項

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

民生費 社会福祉費
会計

一般会計

請求により，支払をする。

H27事業計画 H28事業計画
同上 同上

0.005 38

27年度（目標）

38

48



④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

資源配分

フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

その他

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

貸付額

人

実施計画・事務事業評価共通調書

評価区分

評価外事業

52【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

事務事業番号
義務的事業

高額療養費の支給により返済となり、１０分の１を被保
険者に支給する。

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

国民健康保険被保険者

医療費が高額で支払いが困難な場合に、高額療養
費の１０分の９を貸し付ける。

0 0.050

被保険者１人当たり貸付金額

５　事務事業の目的と手段

目
的

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

⑤
成果
指標

④
対象
指標

単位

円

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

予
算
科
目

１　【事務事業の全体概要及び背景】

申請により貸付す
る。

３　【年度目標】

国保税に滞納があり、また、療養に
要した費用が高額であるため，支払
が困難なものに対し，医療費の一部
(高額療養費支給額見込額の10分の
9に相当する額の範囲内で市長が定
めた額)を貸付する。

項
国民健康保険法

貸付金　１０，３１５千円

社会福祉費 医療福祉費

H18

事
業
期
間

開始年度

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

高額療養費貸付事業
目款

25年度（実績）

対
象
指
標

23,374

平成27年3月31日

成
果
指
標

―
継続

終了年度
補助率

補
助
単
独
区
分

―
後期基本計
画重点視点

記入日
所属部課名 保健衛生部保険年金課

所管省庁

市単独

共催者・関係団体

細目名
民生費

新規・継続

関連計画

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法
―

負担金の有無

27年度（計画） 28年度（計画）

9

手
段

千円

23年度（実績） 26年度（実績）

事業費及び指標の推移

⑥
活動
指標

29年度（計画）

被保険者数

24年度（実績） 25年度（実績）

10,000

10,315

375

375

10,375

3750.050

10,000

375

10,375

0

0 0

27年度（目標）

0

23年度（実績）

0 10,690

24年度（実績）

0

0

0

3750

10,000

10,315

0

10,000 10,000

375 0.050 3750.050

10,000

427.83427.83

活
動
指
標

424.66

24,290

10,315

総
合
計
画

高額療養費貸付事業

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます
政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

23,374

419.69

県支出金

根拠法令

375

28年度（目標） 2９年度（目標）

10,375

10,000

千円

千円

千円

千円

千円

単位

人

10,000 10,000

23,827

0

26年度（実績）

小政策
施策

小施策
会計

一般会計

被保険者１人当たり貸付金額

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

地方債

その他

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

職員割合

千円貸付額

申請により貸付する。

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

千円

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

円

被保険者数



⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

名称

④取組状況

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事
業
期
間

開始年度

評価区分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

出産育児費資金貸付事業

２　社会保障
２　国民健康保険の安定運営

実施計画・事務事業評価共通調書

事務事業番号 53

評価外事業

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

人

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

時間外

千円

千円

千円

千円

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

千円

千円

千円

活
動
指
標

成
果
指
標

対
象
指
標

被保険者数

嘱託臨時

561

0

0

0

0

貸付額

指標区分 単位

225

28年度（目標）

23,827

561

予
算
科
目

会計
一般会計

0 0

千円

千円

県支出金

一般財源

事業費計（ア）

地方債

その他

千円

事業費及び指標の推移

315

26年度（実績）

【DO】事務事業の実施

国民健康保険被保険者

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

目
的

事
業
費

540

人
件
費 他課の協力分

職員割合

千円

⑤
成果
指標

336 336

千円

2250.030225

根拠法令

336

実施手法

申請により貸付する。

同上 同上 同上

出産費の１０分の８を出産育児一時金支給までの間
貸し付ける。

0

単位

24,290

336 336

0.030

0 225

26年度（実績）

315

225

336336

2９年度（目標）

225

336

225 0.030

29年度（計画）27年度（計画） 28年度（計画）

25年度（実績）

0

0

民生費
細目名款 項 目

医療福祉費

315

24年度（実績） 25年度（実績）23年度（実績）

千円

事業費

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無 負担金の有無

H18

記入日
所属部課名

―

継続

共催者・関係団体

新規・継続

平成27年3月31日
保健衛生部保険年金課

―

所管省庁義務的事業

市単独

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

後期基本計
画重点視点

終了年度

27年度（目標）

補
助
単
独
区
分

単位
④

対象
指標

５　事務事業の目的と手段
人被保険者数

総
合
計
画

国民健康保険法
関連計画

補助率

①対象
(働きかける相手・もの）

出産が見込まれる世帯で出産育児
一時金の支給までの間，出産に要す
る費用を支払うための資金(支給見込
額の10分の8を限度)を貸し付ける。

561

出産育児一時金は、国保連合会を通して、医療機関
に支払われているため、現行では実績はほとんどな
い。

貸付額

23,374 23,374

336

225

0.030

0

0

23年度（実績） 24年度（実績）

手
段

３　【年度目標】

社会福祉費 出産育児費資金貸付金事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】

千円
⑥

活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

貸付金　３１５千円（高額療養
費貸付金へ流用）

申請により貸付す
る。



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―
―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

事務事業番号【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

手
段

確定した負担金
について、年４回
で支払う。

負担金の有無

款

（共通経費）茨城県後期高齢者医療
広域連合の経費に関し、県内各市町
村が負担する。
(機器使用料）広域連合より賃貸して
いる後期システムの端末使用料を支
払う。支所2台分

予
算
科
目

会計
一般

単位

人

広域連合負担金額 円

④
対象
指標

前年度末７５歳以上人口
後期高齢者医療の被保険者（７５歳以上の高齢者及
び一定以上の障害がある６５歳以上の方）

適切な医療の確保と高齢者福祉の増進を図る
⑤

成果
指標

78,500

10,500

【DO】事務事業の実施

9,626 10,061人

前年度末人口

前年度末７５歳以上人口

79,904

目
的

23年度（実績）

⑥
活動
指標

後期高齢者医療制度費標準的事業 根拠法令社会福祉費

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

高齢者の医療の確保に関する法律

広域連合負担金　22,545千
円
機器使用料　161千円

(共通経費）前年度末現在の人口を広域連合に報告し、均
等割(１０％)人口割(４５％)７５歳以上割（４５％）で算出され
た金額を年間４回で支払う。
（機器使用料）本庁以外支所分の端末使用料を支払う。

実施手法

同上

・広域連合負担金
・機器使用料 の支出

関連計画

３　【年度目標】

24年度（実績）

25,114

0

0

25年度（実績）

0 750

人
人

共催者・関係団体

終了年度

茨城県後期高齢者医
療広域連合

新規

単年度繰返し

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

保健衛生部保険年金課

市単独

開始年度

記入日
所属部課名

事
業
期
間

新規・継続

○

目

26年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

後期高齢者被保険者数

前年度末人口

29年度（計画）24年度（実績） 27年度（計画）23年度（実績）

750

24,500 25,000

23,827

22,706

22,078

0 0.100

10,700

10,600

750 750

78,500

10,600

750

7500.100 0.100

9,505

79,227

24,500 25,000

750

10,313

750 0.100

25,250

2９年度（目標）

23,827,000

9,905

23,456

10,400

78,500

24,57722,078

78,710

21,920,591

10,467 10,500

26年度（実績） 27年度（目標）

79,161

22,545,074

28年度（目標）

25,750

25,000,00024,500,000

指標区分

総
合
計
画

54
評価区分

評価外事業

25,141

25,141 25,114

25,114

23,827

22,706

22,078

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

細目名

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

後期高齢者医療制度広域事務

２　社会保障
３　後期高齢者医療制度の適正な運営

0

9,870人 10,152

単位

国庫支出金

県支出金

その他

H20

25年度（実績）

事業費及び指標の推移

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

28年度（計画）

事
業
費

財
源
内
訳

千円

千円

千円

単位

千円

人
件
費 他課の協力分

職員割合

千円嘱託臨時

地方債

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

千円

千円

千円

千円

人

後期高齢者被保険者数

千円

千円

円

事業費計（ア）

時間外

小政策

25,141

小施策
項

千円

事業費

施策

一般財源

民生費

活
動
指
標

0

対
象
指
標

１　【事務事業の全体概要及び背景】

後期高齢者医療制度費

成
果
指
標

24,941,677広域連合負担金額 24,935,661

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上



③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

後期高齢者医療制度が成り立たない。

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

全体総括（振り返り，反省点）

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

資源配分

総合評価

今後の方向性

その他

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

記入日
所属部課名事務事業番号

―

55

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

評価区分

実施手法

27年度（計画）

618,824

納付期限までに
支払う

千円

26年度（実績）

0

550,634

政
策
体
系

小政策

事業費及び指標の推移

根拠法令

670,636

28年度（目標）

670,636

補助金の有無

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

千円

他課の協力分

地方債

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

評価外事業
後期高齢者医療制度費医療費公費
負担事業

人

事業費計（ア）

千円

569,411

590,347

0

23年度（実績）

0

0

指標区分

人
件
費

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

後期高齢者医療被保険者数

0

590,347

670,636,000

670,636670,636

569,410,824

10,70010,467

0

607,635,775

550,634

0

550,683,848

0

618,824,000

27年度（目標）

618,824 670,636

0

活
動
指
標

24年度（実績）

590,346,578

その他

時間外

千円

円療養給付費負担金納付額

千円

25年度（実績）

0

590,347

26年度（実績）

0

670,636550,634 569,411

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

29年度（計画）24年度（実績） 28年度（計画）

618,824569,411 670,636

25年度（実績）

予
算
科
目

会計
一般 民生費

款

３　【年度目標】

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

○

後期高齢者医療被保険者数

細目名

目
的

670,636

0

１　【事務事業の全体概要及び背景】

負担金の有無

23年度（実績）

４　【事業費の内容（決算額）】
―直営

単位

療養給付費負担金 607,636
千円

H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

開始年度

総合計画実施計画

新規・継続

事務事業性質
重要事務事業

平成27年3月31日

目

２　社会保障
３　後期高齢者医療制度の適正な運営

関連計画

【PLAN】事務事業の計画

新規

保健衛生部保険年金課

―
市単独

施策
小施策

終了年度
補助率

事
業
期
間

茨城県後期高齢者医
療広域連合

事務事業名

政策総
合
計
画

高齢者の医療の確保に関する法律

10,500

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

⑤
成果
指標

適切な医療の確保と高齢者福祉の増進を図る

10,1529,870 10,313

後期高齢者医療制度費社会福祉費 後期高齢者医療制度費医療費公費負担

項

2９年度（目標）

確定した療養費について、年１２回で広域連合に支払う。
・療養給付費　・訪問看護療養費　・療養費　・移送費
・高額療養費　・高額介護合算療養費　・損害賠償金

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

①対象
(働きかける相手・もの）

0

④
対象
指標

後期高齢者医療の被保険者（７５歳以上の高齢者及
び一定以上の障害がある６５歳以上の方）

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

国の医療制度改革法によって、従来
の老人保健は「高齢者の医療の確保
に関する法律」に定められ、後期高
齢者医療制度が規定された。
療養給付費の実績と伸び率によって
算出された金額を広域連合に支払
う。

人

手
段

・療養給付費負担金の支出

療養給付費負担金納付額

670,636

円

対
象
指
標
成
果
指
標

10,600

670,636,000



⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

名称

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

必要性

有効性

効率性

その他

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

全体総括（振り返り，反省点）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果

総合評価

今後の方向性
評価理由

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

後期高齢者医療制度が成り立たない。

【CHECK】事務事業の一次評価

平成18年6月に「健康保険法などの一部を改正する法律」が成立し、平成20年4月から後期高齢者医療制度が保険者である広域連合により運営さ
れている。「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき後期高齢者医療被保険者の医療費を負担することで、高齢者福祉の増進を図ることが必
要である。



茨城県後期高齢者医療

広域連合

２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―
―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

事務事業番号【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

手
段

翌年度に精算す
る

負担金の有無

款

一般会計より後期高齢者医療特別
会計に対する繰出金を支出する事
務。
・事務費繰出金
・保険基盤安定繰出金
・健診事業繰出金

予
算
科
目

会計
一般

単位
④

対象
指標

後期高齢者医療の被保険者（７５歳以上の高齢者及
び一定以上の障害がある６５歳以上の方）

一般会計より後期高齢者医療特別会計に対する繰出
金

⑤
成果
指標

115,793

10,600

【DO】事務事業の実施

後期高齢者被保険者数 9,870

目
的

23年度（実績）

⑥
活動
指標

後期高齢者医療特別会計繰出金 根拠法令社会福祉費

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

高齢者の医療の確保に関する法律

後期高齢者医療特別会計事
務費繰出金　11,287千円
後期高齢者医療保険基盤安
定繰出金　154,392千円
後期高齢者健診事業繰出金
1,586千円

確定した繰出金を後期高齢者医療特別会計に支出する。

実施手法

同上

・事務費繰出金
・保険基盤安定繰出金
・健診事業繰出金

関連計画

３　【年度目標】

24年度（実績）

151,623

0

0

25年度（実績）

0 38

人

116,584 125,000

共催者・関係団体

終了年度
実績による

新規

単年度繰返し

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

保健衛生部保険年金課

国・県補助

開始年度

記入日
所属部課名

事
業
期
間

新規・継続

―

目

120,000

26年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

後期高齢者被保険者数

29年度（計画）24年度（実績） 27年度（計画）23年度（実績）

57

38

175,000 180,000

50,977

167,265

155,228

0 0.005

38 38

10,700

38

380.005 0.005

10,152

55,000 55,000

38 38 0.005

175,038

2９年度（目標）

167,303

10,500

167,656155,228

10,467

26年度（実績） 27年度（目標）

10,313

28年度（目標）

180,038

指標区分

総
合
計
画

56
評価区分

評価外事業

140,281

140,281 151,623

151,623

167,618

51,458

14

155,228

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

細目名

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

後期高齢者医療特別会計繰出金事
務

２　社会保障
３　後期高齢者医療制度の適正な運営

0

単位

国庫支出金

県支出金

その他

H20

25年度（実績）

事業費及び指標の推移

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

28年度（計画）

事
業
費

財
源
内
訳

千円

千円

千円

単位

千円

人
件
費 他課の協力分

職員割合

千円嘱託臨時

地方債

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

千円

千円

千円

千円

人

千円

千円

事業費計（ア）

時間外

小政策

140,281

小施策
項

千円

事業費

施策

一般財源

民生費

活
動
指
標

0

対
象
指
標

１　【事務事業の全体概要及び背景】

後期高齢者医療制度費

成
果
指
標

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上



③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

全体総括（振り返り，反省点）

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

資源配分

総合評価

今後の方向性

その他

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

記入日
所属部課名事務事業番号

―

57

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

評価区分

実施手法

27年度（計画）

668,462

毎月納付された
保険料を報告し
広域連合に納付
する。

千円

26年度（実績）

0.050

375

578,200

政
策
体
系

小政策

事業費及び指標の推移

根拠法令

500,000,000499,000,000

4,096

9,300

28年度（目標）

0

補助金の有無

0.050 375

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

千円

他課の協力分

地方債

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

評価外事業
広域連合納付金事務

人

事業費計（ア）

千円

9,156

613,159

636,300

0.050

9,250

0

23年度（実績）

8,874

2,104

0

0

指標区分

人
件
費

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

件

円後期高齢者保険料徴収額

普通徴収通知送付数

後期高齢者被保険者

499,603,000

0

636,300

10,700

679,375654,450

2,0722,122

9,970

10,70010,467

512,936,000

375

10,467

578,200

0

8,749

9,816

2,100 2,150 2,200

375

10,500

27年度（目標）

668,837 679,375

375

活
動
指
標

2,073

24年度（実績）

9,228

10,186

その他

時間外

千円

件

人後期高齢者被保険者

千円

特別徴収通知送付数

25年度（実績）

0

636,300

26年度（実績）

375

654,075578,200 613,159

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

29年度（計画）24年度（実績） 28年度（計画）

0613,159 0

679,000

25年度（実績）

予
算
科
目

会計
後期高齢者医療 後期高齢者医療広域連合納付金

款

３　【年度目標】

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

円

―

後期高齢者被保険者

細目名

目
的

679,000

375

１　【事務事業の全体概要及び背景】

負担金の有無

23年度（実績）

668,462

４　【事業費の内容（決算額）】

特別徴収通知送付数

―直営

単位

後期高齢者医療広域連合保
険料納付金　499,603千円
保険基盤安定事業費負担金
154,392千円
保険料延滞金納付金　80千
円

H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

開始年度

総合計画実施計画

新規・継続

事務事業性質
重要事務事業

平成27年3月31日

目

２　社会保障
３　後期高齢者医療制度の適正な運営

関連計画

【PLAN】事務事業の計画

新規

保健衛生部保険年金課

―
市単独

施策
小施策

終了年度
補助率

事
業
期
間

茨城県後期高齢者医
療広域連合

事務事業名

政策総
合
計
画

高齢者の医療の確保に関する法律

495,486,100

649,979

10,500

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

⑤
成果
指標

徴収した保険料を、後期高齢者医療広域連合に納付
する。

後期高齢者保険料徴収額

10,1529,870

476,840,300

10,313

9,350

後期高齢者医療広域連合納付金後期高齢者医療広域連合納付金 広域連合納付金
項

件

2９年度（目標）

被保険者が納付した保険料を広域連合に納付する。
保険料の軽減分を負担する確定した金額を広域連合に支
払う。

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

①対象
(働きかける相手・もの）

375

件

④
対象
指標

後期高齢者医療の被保険者（７５歳以上の高齢者及
び一定以上の障害がある６５歳以上の方）

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

後期高齢者の医療に要する費用の
適正化を図るとともに、後期高齢者
医療制度の運営が適正かつ円滑に
行なわれる事を目的とするのに徴収
した保険料について、茨城県後期高
齢者医療広域連合へ納付する。

人

手
段

徴収した保険料を広域連合に報告し、納付する。

後期高齢者被保険者

679,000

0.050

人

対
象
指
標

447,683,300成
果
指
標

普通徴収通知送付数

10,600

10,600

679,000



⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

名称

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

必要性

有効性

効率性

その他

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

全体総括（振り返り，反省点）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果

総合評価

今後の方向性
評価理由

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【CHECK】事務事業の一次評価



茨城県後期高齢者医療

広域連合

２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―
―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

事務事業番号【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

手
段

翌年度精算

負担金の有無

款

後期高齢者医療特別会計より一般
会計に対する繰出し金を支出する事
務。

予
算
科
目

会計
後期高齢者医療

単位
④

対象
指標

後期高齢者医療の被保険者（７５歳以上の高齢者及
び一定以上の障害がある６５歳以上の方）

後期高齢者医療特別会計より、一般会計に対する繰
出金

⑤
成果
指標

10,600

【DO】事務事業の実施

後期高齢者医療被保険者数 9,870

目
的

23年度（実績）

⑥
活動
指標

一般会計繰出金 根拠法令繰出金

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

高齢者の医療の確保に関する法律

一般会計繰出金　１千円確定した繰出金を一般会計に支出する。

実施手法

同上

後期高齢者医療特別会計より、一般会計に繰出す。

関連計画

３　【年度目標】

24年度（実績）

0

0

0

25年度（実績）

0 38

人

共催者・関係団体

終了年度
新規

単年度繰返し

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

保健衛生部保険年金課

市単独

開始年度

記入日
所属部課名

事
業
期
間

新規・継続

―

目

26年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

後期高齢者医療被保険者数

29年度（計画）24年度（実績） 27年度（計画）23年度（実績）

38

1 1

1

1

621

0 0.005

38 38

10,700

38

380.005 0.005

10,152

1 1

38 38 0.005

39

2９年度（目標）

39

10,500

39621

10,467

26年度（実績） 27年度（目標）

10,313

28年度（目標）

39

指標区分

総
合
計
画

58
評価区分

評価外事業

144

144 0

0

1

1

621

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

細目名

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

一般会計繰出金事務（後期高齢）

２　社会保障
３　後期高齢者医療制度の適正な運営

0

単位

国庫支出金

県支出金

その他

H20

25年度（実績）

事業費及び指標の推移

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

28年度（計画）

事
業
費

財
源
内
訳

千円

千円

千円

単位

千円

人
件
費 他課の協力分

職員割合

千円嘱託臨時

地方債

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

千円

千円

千円

千円

人

千円

千円

事業費計（ア）

時間外

小政策

144

小施策
項

千円

事業費

施策

一般財源

　　　　　諸支出金

活
動
指
標

0

対
象
指
標

１　【事務事業の全体概要及び背景】

一般会計繰出金

成
果
指
標

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上



③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

全体総括（振り返り，反省点）

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

資源配分

総合評価

今後の方向性

その他

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

記入日
所属部課名事務事業番号

―

59

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

評価区分

実施手法

27年度（計画）

1,500

速やかな事務処
理

千円

26年度（実績）

0.105

788

492

政
策
体
系

小政策

事業費及び指標の推移

根拠法令

1,500,0001,500,000

28年度（目標）

補助金の有無

0.105 788

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

千円

他課の協力分

地方債

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

評価外事業
保険料還付金事務

人

事業費計（ア）

千円

1,669

0.1050

23年度（実績）

0

0

指標区分

人
件
費

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

円還付金

後期高齢者被保険者数

1,926,800

0

1,132

100

2,2882,715

280

10,70010,467

1,500,000

788

153

492

0

76

788

100

27年度（目標）

2,288 2,288

788

活
動
指
標

24年度（実績）

261

その他

時間外

千円

件還付件数

千円

25年度（実績）

0

1,669

1,132

26年度（実績）

788

1,927492 1,669

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

29年度（計画）24年度（実績） 28年度（計画）

1,500

25年度（実績）

予
算
科
目

会計
後期高齢者医療 諸支出金

款

３　【年度目標】

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

円

―

後期高齢者被保険者数

細目名

目
的

1,500

788

１　【事務事業の全体概要及び背景】

負担金の有無

23年度（実績）

1,500

４　【事業費の内容（決算額）】
―直営

単位

保険料還付金　1,927千円

H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

開始年度

総合計画実施計画

新規・継続

事務事業性質
重要事務事業

平成27年3月31日

目

２　社会保障
３　後期高齢者医療制度の適正な運営

関連計画

【PLAN】事務事業の計画

新規

保健衛生部保険年金課

―
市単独

施策
小施策

終了年度
補助率

事
業
期
間

茨城県後期高齢者医
療広域連合

事務事業名

政策総
合
計
画

高齢者の医療の確保に関する法律

1,132,400

1,132 1,927

10,500

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

⑤
成果
指標

更正等により発生した保険料過誤納還付金を口座振
替により振り込む。

還付金

10,1529,870

1,669,000

10,313

保険料還付金償還金及び還付加算金 保険料還付金
項

2９年度（目標）

更正等により発生した保険料過誤納還付金を指定口座に
振り込む。また、還付した保険料を広域連合に請求する。

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

①対象
(働きかける相手・もの）

788

④
対象
指標

後期高齢者医療の被保険者（７５歳以上の高齢者及
び一定以上の障害がある６５歳以上の方）

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

後期高齢者医療保険の健全な財政
運営を図るために適正な処理を行な
う。

人

手
段

被保険者への保険料還付額を口座振替により振り込
む。

還付件数

1,500

0.105

件

対
象
指
標

491,600成
果
指
標

10,600

100

1,500



⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

名称

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

必要性

有効性

効率性

その他

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

全体総括（振り返り，反省点）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果

総合評価

今後の方向性
評価理由

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【CHECK】事務事業の一次評価

保険料過誤納還付は、速やかに事務処理を行ないたいところだが、年金特徴により返納が発生する場合の日本年金機構からの通知が送付されな
いと保留となる。



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―
―

義務的事業
重要事務事業

総合計画実施計画

事務事業番号【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

手
段

速やかな事務処
理

負担金の有無

款

過誤納還付金が保留となるのは、日
本年金機構からの返納通知が来な
いためであったり、振り込み指定口座
の返送が無く、還付が出来ない状態
が続くと加算金が発生する場合があ
る。

予
算
科
目

会計
後期高齢者医療

単位

件

還付加算金 円

④
対象
指標

後期高齢者医療の被保険者（７５歳以上の高齢者及
び一定以上の障害がある６５歳以上の方）

還付保留により発生する、加算金を口座振替により振
り込む。

⑤
成果
指標

10,600

【DO】事務事業の実施

後期高齢者医療保険者数 9,870

目
的

50

23年度（実績）

⑥
活動
指標

保険料還付加算金 根拠法令償還金及び還付加算金

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

地方税法第１７条の４

保険料還付加算金　150千円過誤納還付金が発生した場合、還付する額や還付までの期
間に応じ、国の定めによる割合を乗じ、加算金の計算、通知
書の送付、指定口座への振込。支払った加算金を広域連
合に請求する。

実施手法

同上

被保険者への保険料還付金に加算された額を口座
振替により振り込む。

関連計画

３　【年度目標】

24年度（実績）

19

0

0

25年度（実績）

0 23

人

共催者・関係団体

終了年度

茨城県後期高齢者医
療広域連合

新規

単年度繰返し

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

保健衛生部保険年金課

市単独

開始年度

記入日
所属部課名

事
業
期
間

新規・継続

―

目

26年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

還付加算発生件数

後期高齢者医療保険者数

29年度（計画）24年度（実績） 27年度（計画）23年度（実績）

23

50 50

0

150

0 0.003

10

23 23

10,700

10

23

230.003 0.003

15019

10,152

0 0

50

23

0

0

23 0.003

73

2９年度（目標）

50,000

173

10,500

730

10,467

0

37 10

26年度（実績） 27年度（目標）

10,313

150,000

28年度（目標）

73

50,00050,000

指標区分

総
合
計
画

60
評価区分

評価外事業

0 19 50

50

0

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

細目名

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

保険料還付加算金事務

２　社会保障
３　後期高齢者医療制度の適正な運営

0

件 2

単位

国庫支出金

県支出金

その他

H20

25年度（実績）

事業費及び指標の推移

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

28年度（計画）

事
業
費

財
源
内
訳

千円

千円

千円

単位

千円

人
件
費 他課の協力分

職員割合

千円嘱託臨時

地方債

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

千円

千円

千円

千円

人

還付加算発生件数

千円

千円

円

事業費計（ア）

時間外

小政策

0

小施策
項

千円

事業費

施策

一般財源

諸支出金

活
動
指
標

0

対
象
指
標

１　【事務事業の全体概要及び背景】

保険料還付金

成
果
指
標

還付加算金 18,600

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上



③前年度の改革・改善案①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

【CHECK】事務事業の一次評価

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

全体総括（振り返り，反省点）

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

資源配分

総合評価

今後の方向性

その他

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

記入日
所属部課名事務事業番号

―

61

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

２　日々の健康を支える安心な保健・医療の体制を整えます

評価区分

実施手法

27年度（計画）

100

千円

26年度（実績）

0

政
策
体
系

小政策

事業費及び指標の推移

根拠法令

100

28年度（目標）

100

補助金の有無

0

事業費 単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

千円

千円

千円

事
業
費

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

千円

他課の協力分

地方債

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

評価外事業
予備費管理事務（後期高齢）

事業費計（ア）

千円

0

0

23年度（実績）

0

0

指標区分

人
件
費

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

0

0 100100

0

0

0 0

27年度（目標）

100 100

0

活
動
指
標

24年度（実績）

その他

時間外

千円

千円

25年度（実績）

0

0

26年度（実績）

0

1000 0

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

29年度（計画）24年度（実績） 28年度（計画）

100 100

25年度（実績）

予
算
科
目

会計
後期高齢者医療 予備費

款

３　【年度目標】

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

―

細目名

目
的

100

0

１　【事務事業の全体概要及び背景】

負担金の有無

23年度（実績）

４　【事業費の内容（決算額）】
―直営

単位

予備費　100千円

H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

開始年度

総合計画実施計画

新規・継続

事務事業性質
重要事務事業

平成27年3月31日

目

２　社会保障
３　後期高齢者医療制度の適正な運営

関連計画

【PLAN】事務事業の計画

新規

保健衛生部保険年金課

―
市単独

施策
小施策

終了年度
補助率

事
業
期
間

茨城県後期高齢者医
療広域連合

事務事業名

政策総
合
計
画

高齢者の医療の確保に関する法律

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

⑤
成果
指標

不測の支出に対応するため

予備費予備費 予備費
項

2９年度（目標）

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

①対象
(働きかける相手・もの）

0

④
対象
指標

後期高齢者医療の被保険者（７５歳以上の高齢者及
び一定以上の障害がある６５歳以上の方）

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

不測の支出に対応するため

手
段

100

対
象
指
標
成
果
指
標



⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

名称

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

必要性

有効性

効率性

その他

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

全体総括（振り返り，反省点）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果

総合評価

今後の方向性
評価理由

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

【CHECK】事務事業の一次評価


